
LT-5-1  Location of the Site and Survey Photos 

A5 : Cerro Azul Date 14/May/2012 11:30 
 L/L S 13.0259  W 76.4855   

 
Location of the Site 

  
Distant View Install Area of Tide Observation System 

  
Foundation of Install Area Security Point of the Site 

 

 Install Position 

 Security Point 0 150m 
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LT-6-1  Location of the Site and Survey Photos 

A6 : Atico Date 20/May/2012 8:30 
 L/L S 16.2314  W 73.6942   

 
Location of the Site 

  
Distant View Install Area of Tide Observation System 

  
Foundation of Install Area Security Point of the Site 

 
 

 Install Position 

 Security Point 0 110m 
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LT-7-1  Location of the Site and Survey Photos 

A7 : La Planchada Date 20/May/2012 10:30 
 L/L S 16.4048  W 73.2208   

 
Location of the Site 

  
Distant View Install Area of Tide Observation System 

 

 

Foundation of Install Area  
 
 

 Install Position 

 Security Point 

0 150m 
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LT-8-1  Location of the Site and Survey Photos 

A8 : Caleta Grau Date 19/May/2012 10:30 
 L/L S 17.9935  W 70.8843   

 
Location of the Site 

  
Distant View Install Area of Tide Observation System 

  
Foundation of Install Area Security Point of the Site 

 
 

 Install Position 

 Security Point 0 60m 
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3-2-4 調達計画 

3-2-4-1 調達方針 

本プロジェクトは、我が国の無償資金協力の枠組みのもと実施される。従って、本プロジェクトは、

我が国政府により事業実施の承認がなされ、両国政府による交換公文（E/N）が行われ（2012 年 12

月 8 日締結済）、国際協力機構（JICA）と先方政府機関との間で贈与契約（G/A）が取り交わされた後

に実施に移される。調達代理機関は日本政府により、「ペ」国側へ推薦され、責任機関である先方政

府機関と調達代理契約を締結し、先方政府機関の代理としてプロジェクト（入札、資機材調達等）が

適正且つ円滑に履行されるように本プロジェクトの業務を実施する。以下に本プロジェクトを実施に

移す場合の基本事項及び特に配慮を要する点を示す。 

① 事業実施主体 

「ペ」国側の本プロジェクトの責任機関は INDECI、実施機関は INDECI、MTC 及び IRTP で

あり、INDECI が中心となって Consultative Committee を取りまとめる体制となる。また、IGP、

CISMID 及び DHN は関係機関としてプロジェクトに関与する。本プロジェクトを円滑に進める

ためには、責任機関である INDECI を中心に、我が国のコンサルタント及び請負業者と密接な連

絡及び協議を行い、本プロジェクトを担当する責任者を選任する必要がある。 

② 調達代理機関 

本プロジェクトの調達業務を実施するにあたり、調達代理機関は責任機関と調達代理契約

（A/A）を締結する。調達代理機関は、資金移動や業者及びコンサルタントとの契約・支払い等

の資金管理を含めた入札及び調達管理業務全般を先方政府機関に替り実施する。 

③ コンサルタント 

本プロジェクトの機材調達・据付工事を円滑に実施するため、我が国のコンサルタントが調

達代理機関とコンサルタント契約を締結し、本プロジェクトに係わる入札業務と施工・調達監

理業務を実施する。 

④ 請負業者 

我が国の無償資金協力の枠組みに従って、一般公開入札により選定された日本国法人の請負

業者が、本プロジェクトの資機材調達、据付工事及び初期操作指導を実施する。請負業者は本

プロジェクトの完成後も、引き続きスペアーパーツの供給、故障時対応等のアフターサービス

が必要と考えられるため、資機材及び設備引き渡し後の INDECI 及び各実施機関との連絡体制を

確立する。 

⑤ 技術者派遣の必要性 

各実施機関の職員は、潮位計測システムや放送機材の操作・維持管理技術等をひととおり習

得しており、これらの維持管理における特段の技術的問題は無い。しかし、本プロジェクトで

調達する機材は、据付作業及び据付け後の調整・試験等の際には、高い技術を必要とすること

から、同作業には日本から技術者を派遣し、品質管理、技術指導及び工程管理を行わせる必要
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がある。また、日本製機材の操作・維持管理には不慣れであるため、新規調達機材の据付時に

は、機材供給メーカーより派遣された日本人技術者による操作・維持管理に関する技術指導

（OJT）を行う必要がある。 

3-2-4-2 調達上の留意事項 

「ペ」国では建設工事に携わる作業員（労務者）の確保は可能であるが、工程、品質、安全管理等

の専門技術を持った熟練作業員や技術者は少ない。従って、日本の請負業者は必要に応じて日本から

技術者又は熟練作業員を「ペ」国へ派遣する必要がある。 

3-2-4-3 調達・据付区分 

機材の調達・据付は日本側が負担し、同工事の実施に必要となる既設機材の撤去、電源・電話回線

の確保等は、「ペ」国側負担とする。我が国と「ペ」国側の負担事項区分を表 3-2-7 に示す。 

表 3-2-7 負担事項区分 

No. 負 担 事 項 
負 担 区 分 

備  考 
日本国側 「ペ」国側 

A コンポーネント共通    

1* 機材設置場所・用地（以下、プロジェクトサイトと

称す）の確保 
 ○ 

INDECI及びIRTPは2013年2月までに完了

すること。 

2* プロジェクトサイトの整地及び障害物の撤去（必

要に応じ） 
 ○ 

機材据付工事開始前に完了すること。 

3* 公共投資国家システム（SNIP）手続き・承認

取得 
 ○ 

INDECIはプロジェクト実施前に取得するこ

と。 

4* プロジェクトサイトへのアクセス道路の確保（必要

に応じ） 
 ○ 

 

5* プロジェクトサイトまでの電源引込工事 
 ○ 

IRTPは機材据付工事開始前に完了するこ

と。 

6* プロジェクト実施に必要な環境社会配慮の予算

確保及び実施 
 ○ 

プロジェクト実施前に完了すること。 

7* 以下に示す許可取得のための必要な措置：

- 据付工事に必要な許可 
- 制限地区への進入許可 

 ○ 
INDECI及びIRTPは機材据付工事前に取

得する。 

8 資機材の調達 ○   

9* 資機材の輸送、通関手続き及び諸税の取扱い    

 (1) 「ペ」国の荷揚港までの輸送 ○   

 (2) 荷揚港での免税措置及び通関手続き  ○  

 (3) 荷揚港からプロジェクトサイトまでの輸送 ○   

 
(4) 現地調達資機材に係る付加価値税（VAT）

の免除または負担 
 ○ 

 

10 仮設資機材置場用地の確保  ○  

11 資機材の据付工事、調整・試験 ○   

12 プロジェクトサイトの保安柵、門扉及び守衛所の

設置（必要に応じ） 
 ○ 

 

13 調達機材の初期操作指導及び維持管理に係る

運用指導 
○  

 

14 プロジェクトサイトにおけるプロジェクト関係者の

安全確保 
 ○ 

 

15* 機材の運用・維持管理に必要な人員・予算の確

保 
 ○ 

 

16* 「ペ」国の災害危機管理改善のための機材の有

効活用 
 ○ 
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No. 負 担 事 項 
負 担 区 分 

備  考 
日本国側 「ペ」国側 

17* 銀行取極に基づく手数料の支払い  ○  

18* 無償資金協力に含まれない費用の負担  ○  

19 IGP-DHN-INDECI間情報共有システムの確立  ○  

B 潮位計測システム    

1 機材設置場所の所有者からDHN宛の使用権、

使用料、維持管理方法に関する合意文書の取り

付け 
 ○ 

INDECIは2013年2月までに完了すること。

2 桟橋の機器設置場所周辺の定期清掃  ○ 太陽光パネルの清掃は毎日実施すること。

3 桟橋入口の門扉の設置及び警備員の配備（ラプ

ランチャダ） 
 ○ 

 

4 使用済みバッテリーの適正な処分  ○  

5 潮位計測システムとDHN津波警戒センター間に

おけるデータ通信用電話回線の契約（SIMカー

ド購入）及び通信料金の負担 
 ○ 

INDECIは2014年4月までに完了すること。

6 DHN津波警戒センターの潮位データ収集システ

ムへの観測地点の追加登録作業 
 ○ 

INDECIは2014年4月までに完了すること。

7* 観測データの国際機関、日本及び近隣諸国へ

の公開・共有 
 ○ 

 

C 緊急警報送出システム（EWBS）    

1 機材設置場所所有者からの使用権、使用料に関

する合意文書の取り付け（トルヒーヨ） 
 ○ 

IRTPは2013年2月までに完了すること。 

2 送信機建屋の設置（トルヒーヨ、20m2）  ○ IRTPは2014年5月までに完了すること。 

3 送信機設置場所での電源工事（遮断器盤の設置

等）及び空調・換気設備等の整備 
 ○ 

IRTPは機材据付工事開始前に完了するこ

と。 

4 送信機の電気代の負担  ○  

5 常駐管理保守要員の追加雇用（IRTP）  ○  

6* 衛星回線契約及び使用料の負担 

 ○ 

EWBSを放送するための通信衛星は、

IRTPが使用中の既存アナログTV放送用の

通信衛星と同一であること。また、EWBS信

号の衛星伝送には、既存アナログTV放送

の伝送と同じアップリンクアンテナを使用

し、EWBS信号を受信する地方の各送信所

では、既存アナログ衛星受信アンテナと同

じアンテナを使用すること。INDECIは2014
年5月までに完了すること。 

7 チャンネルプラン作成（サイマル放送時のUHF信

号帯における割り当て） 
 ○ 

MTCは入札図書完成前の2013年5月末ま

でに完了すること。 

8 EWBSプロトコルの作成（EWBS信号発信におけ

るINDECIとCOENの作業手順） 
 ○ 

INDECIは機材引き渡しまでに完了するこ

と。 

9 使用済みバッテリーの適正な処分  ○  

(注) ：〇印が施工区分を表す。番号の*印は、概略設計概要説明調査時の MD 記載項目を示す。 

 

3-2-4-4 調達監理計画 

(1) 調達監理の基本方針 

調達代理機関は、本プロジェクトを担当するプロジェクトチームを編成し、我が国の無償資金協

力ガイドライン及び概略設計の内容を踏まえ、入札業務、調達管理業務を円滑に遂行する義務を負

う。またコンサルタントは、機材据付工事、現地試験・調整等の工事進捗に併せて専門技術者を派

遣し、請負業者を指導・監督し、計画に基づいた工程管理、品質管理、出来形管理及び安全管理が

実施されるよう努める。また、機材の出荷前検査を実施し、機材搬入後のトラブル発生を未然に防
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ぐ義務を負う。以下に主要な調達監理上の留意点を示す。 

1) 工程監理 

コンサルタントは、請負業者が契約書に明示された業務完了期限を遵守するよう求め、各週、

各月毎に進捗監理を行う。工程遅延が予測されるときは、コンサルタントは調達代理機関に報

告すると共に、請負業者に対し注意を促すと共に対策案の提出と実施を求める。計画工程と進

捗工程の比較は主として以下の項目による。 

① 出来高確認（機材工場製作及び出荷出来高） 

② 機材搬入実績確認 

③ 技術者、技能工、労務者等の歩掛と実数の確認 

2) 品質、出来形管理 

コンサルタントは、調達機材が、契約図書に明示されている品質、出来形を満足するよう下

記項目に基づき品質・出来形管理を実施する。確認及び照査の結果、品質や出来形の確保が危

ぶまれるとき、コンサルタントは直ちに請負業者に訂正、変更、修正を求める。 

① 機材仕様書の照査 

② 機材の製作図、施工図及び仕様書の照査 

③ 工場検査への立会い又は工場検査結果の照査 

④ 据付要領書の照査 

⑤ 機材の試運転、調整・試験及び検査要領書の照査 

⑥ 機材の現場据付工事の監理と試運転、調整・試験及び検査の立会い 

3) 労務監理 

コンサルタントは、請負業者の安全管理責任者と十分に協議し、工事期間中の現場での労働

災害及び、第三者に対する傷害並びに事故を未然に防止する。現場での安全監理に関する留意

点は以下のとおりである。 

① 作業に関する安全管理規定の制定と管理者の選任 

② 工事用車両、運搬機械等の運行ルート策定と安全走行の徹底 

③ 労働者に対する福利厚生対策と休日取得の励行 

④ 滞在期間中の保安対策 

図 3-2-5 に本プロジェクト関係者の相互関係図を示す。 
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図 3-2-5 事業実施関係図 

 

(2) 施工請負業者 

請負業者は機材を調達・納入すると共に、据付工事を実施する。同工事実施のために、請負業者

は請負契約に定められた工事工程、品質、出来形の確保並びに安全対策について、現地下請業者に

もその内容を徹底させる必要があるため、請負業者は海外での類似業務の経験を持つ技術者を現地

に派遣し、現地業者の指導・教育を行うものとする。 

3-2-4-5 品質管理計画 

コンサルタントは調達機材について入札図書に明示されている技術仕様、寸法、機能、電気・機械

的特性等に適合するか、工場出荷前検査にて確認する。また、据付工事完了時には引渡し検査を行い、

据付後の機材が正常に動作、機能することを確認する。 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

原則として、日本調達または現地調達とし、「東日本大震災からの復興の基本方針」に沿って検討

を行い、調達条件を設定する方針とする。 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

各実施機関では、これまでも通信機材や計測機材を含む既設機材の運用維持管理を行っており、同

機材の運用維持管理における特段の技術的問題は無い。しかし、本プロジェクトは日本タイドである

ことから日本製の機材の運用・維持管理については経験が不十分である。このため、日本側調達機材

の現地据付工事及び調整・試験後、同機材の操作方法、故障時の対応及び日常点検方法についての初

「ペ」国政府

日本国政府

JICA 本部 

JICA ペルー事務所 

E/N 

ワーキング・

グループ
実施監理

（詳細設計/調達・据付監理） 

コンサルタント契約 
（詳細設計/調達・据付監理） 

INDECI 

機材調達・据付工事の契約

監理

G/A

調達

MTC 

IRTP 

調達代理機関

本邦コンサルタント 調達・据付業者

A/A
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期操作指導について、日本人技術者による技術指導を行う必要がある。 

3-2-4-8 実施工程 

我が国無償資金協力ガイドラインに基づき、以下のとおりの事業実施工程とする。本プロジェクト

の所要工期は実施設計を含めて 15.0 ヶ月となる。ただし、「ペ」国で実施される公共事業については、

公共資源の効率・効果的活用の観点から、経済・財政相が所管する国家公共投資システム（SNIP）に

よって管理されている。本プロジェクトも SNIP の審査対象となっているため、入札に関する業務は

SNIP の承認後に実施することとしている。SNIP の手続きに要する期間は 7.5 ヶ月とする。 

表 3-2-8 事業実施工程表 

通算月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

S
N

IP
 

                 

通算月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

実
施
設
計 

  

 

               

通算月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 

機
材
調
達
・
据
付 

                 

 

SNIP 概要調査 

SNIP フィジビリティ調査 

（計 7.5 ヶ月） 

（入札図書作成） 

（現地承認） 

（計 4.0 ヶ月）
（入札） 

（入札準備） 

（製作図・施工図作成・承認取得）

（機材製作）

（輸送 x2 船）

（試運転・調整・OJT）

（計 11.0 ヶ月）

（機材据付工事）
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3-3 相手国側分担事業の概要 

表 3-2-7 負担事項区分で示した我が国と「ペ」国の負担区分のうち、「ペ」国側の負担事項区分を

表 3-3 に示す。 

表 3-3 「ペ」国側負担事項 

No. 負 担 事 項 備  考 

A コンポーネント共通  

1* 機材設置場所・用地（以下、プロジェクトサイトと称す）の確保 INDECI及びIRTPは2013年2月までに完了

すること。 

2* プロジェクトサイトの整地及び障害物の撤去（必要に応じ） 機材据付工事開始前に完了すること。 

3* 公共投資国家システム（SNIP）手続き・承認取得 INDECIはプロジェクト実施前に取得するこ

と。 

4* プロジェクトサイトへのアクセス道路の確保（必要に応じ）  

5* プロジェクトサイトまでの電源引込工事 IRTPは機材据付工事開始前に完了するこ

と。 

6* プロジェクト実施に必要な環境社会配慮の予算確保及び実施 プロジェクト実施前に完了すること。 

7* 以下に示す許可取得のための必要な措置： 
- 据付工事に必要な許可 
- 制限地区への進入許可 

INDECI及びIRTPは機材据付工事前に取

得する。 

8* 資機材の輸送、通関手続き及び諸税の取扱い  

 (1) 荷揚港での免税措置及び通関手続き  

 (2) 現地調達資機材に係る付加価値税（VAT）の免除または負担  

9 仮設資機材置場用地の確保  

10 プロジェクトサイトの保安柵、門扉及び守衛所の設置（必要に応じ）  

11 プロジェクトサイトにおけるプロジェクト関係者の安全確保  

12* 機材の運用・維持管理に必要な人員・予算の確保  

13* 「ペ」国の災害危機管理改善のための機材の有効活用  

14* 銀行取極に基づく手数料の支払い  

15* 無償資金協力に含まれない費用の負担  

16 IGP-DHN-INDECI間情報共有システムの確立  

B 潮位計測システム  

1 機材設置場所の所有者からDHN宛の使用権、使用料、維持管理

方法に関する合意文書の取り付け 
INDECIは2013年2月までに完了すること。

2 桟橋の機器設置場所周辺の定期清掃 太陽光パネルの清掃は毎日実施すること。

3 桟橋入口の門扉の設置及び警備員の配備（ラプランチャダ）  

4 使用済みバッテリーの適正な処分  

5 潮位計測システムとDHN津波警戒センター間におけるデータ通信

用電話回線の契約（SIMカード購入）及び通信料金の負担 
INDECIは2014年4月までに完了すること。

6 DHN津波警戒センターの潮位データ収集システムへの観測地点

の追加登録作業 
INDECIは2014年4月までに完了すること。

7* 観測データの国際機関、日本及び近隣諸国への公開・共有  

C 緊急警報送出システム（EWBS）  

1 機材設置場所所有者からの使用権、使用料に関する合意文書の

取り付け（トルヒーヨ） 
IRTPは2013年2月までに完了すること。 

2 送信機建屋の設置（トルヒーヨ、20m2） IRTPは2014年5月までに完了すること。 

3 送信機設置場所での電源工事（遮断器盤の設置等）及び空調・換

気設備等の整備 
IRTPは機材据付工事開始前に完了するこ

と。 

4 送信機の電気代の負担  

5 常駐管理保守要員の追加雇用（IRTP）  
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No. 負 担 事 項 備  考 

6* 衛星回線契約及び使用料の負担 EWBSを放送するための通信衛星は、

IRTPが使用中の既存アナログTV放送用の

通信衛星と同一であること。また、EWBS信

号の衛星伝送には、既存アナログTV放送

の伝送と同じアップリンクアンテナを使用

し、EWBS信号を受信する地方の各送信所

では、既存アナログ衛星受信アンテナと同

じアンテナを使用すること。INDECIは2014
年5月までに完了すること。 

7 チャンネルプラン作成（サイマル放送時のUHF信号帯における割り

当て） 
MTCは入札図書完成前の2013年5月末ま

でに完了すること。 

8 EWBSプロトコルの作成（EWBS信号発信におけるINDECIとCOEN
の作業手順） 

INDECIは機材引き渡しまでに完了するこ

と。 

9 使用済みバッテリーの適正な処分  
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 運営・維持管理体制 

本プロジェクトは潮位計測システムと日本の地上波デジタル方式によるテレビ送信機及び同装置

向け送出用サーバーにより構成される EWBS の調達と据付である。これらの機材については本体に可

動部品も無く運用開始 1 年以内に必要となるような消耗品は無い。一般的に、潮位計には避雷針が含

まれることからサージアブソーバーが交換の対象となるが、「ペ」国は雷の機会が極めて稀であり現

地でも一般的でないことから、本プロジェクトの潮位計測システムでは採用しない。また、潮位計測

システムの電源に使用する太陽光発電システムのバッテリーについては 3 年に 1 度程度の交換が必要

となる。また、EWBS の ISDB-T 送信機については、推奨部品として冷却用ファン等の部品が想定さ

れる。 

本プロジェクトでは、潮位計測システムを管理する INDECI の他、MTC 及び送信機を管理する IRTP

が実施機関である。このうち、上記の ISDB-T 送信機を管理する IRTP が、日本の地上波デジタル方式

によるテレビ送信機の機能である EWBS を活用し、公共放送局としての役割を果たすためには、IRTP

の予算及び計画に基づいて機材の調達・更新を図る必要がある。従って、本プロジェクトにより調達

される機材の維持管理計画では、定期更新を考慮した計画とする。表 3-4-1 に INDECI の保守計画を

示す。また、表 3-4-2 に IRTP の保守計画を示す。これらの保守に係る費用は「ペ」国政府の予算によ

って賄われる。 

ISDB-T 送信機用のファンユニットやエアーフィルタ等の恒常的な消耗品は毎年～3 年毎に交換す

る。また、各機器のヒューズ等は、消耗・破損の際に適宜交換する。ISDB-T 送信機本体やサーバー

機器等は、減価償却期間や技術革新を考慮し、供用開始 10 年後に全体的に更新することが望ましい。 

表 3-4-1 INDECI 向け機材（潮位計測システム）保守計画 

交換時期 対象部品    (US$) 

3 年 バッテリー(21,860) 
消耗・破損時 各種ヒューズ、(1,000) 

10 年後 潮位計本体、太陽光パネル等(800,000) 
 

表 3-4-2 IRTP 向け機材（ISDB-T 送信機）保守計画 

交換時期 対象部品    (US$) 

3 年 エアーフィルタ (3,000) 
消耗・破損時 各種ヒューズ (1,250) 

 5 年毎 モニタ類 (6,200) 
10 年後 ISDB-T 送信機本体、サーバー機器等(5,590,000) 

 

3-4-2 日常点検 

近年の技術革新により、電子機器の信頼性、耐久性が向上したことに加え、構成部品数の減少によ

り機材の不具合は減少傾向にある。こうした傾向を受け、我が国でも機材の保守点検の間隔は広がり

つつある。 
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しかしながら、財政的制約から機材の更新を頻繁に行うことが難しいような機関では、機材を長期

にわたり有効活用するために、日常及び定期点検を欠かさず実施することが重要となってくる。従っ

て、日常点検及び定期点検に必要な最低限の保守基準を策定し、機材の故障を未然に防ぐ体制を整え

る必要がある。IRTP は、現在のテレビ送信機の運用に問題が無く、点検に最低限必要な機材は有して

いる。 

本プロジェクト調達機材における潮位計測システム及び ISDB-T 送信機の日常点検・定期点検の項

目と点検に必要な機器について、それぞれ表 3-4-3 及び表 3-4-4 に示す。 

表 3-4-3 INDECI 向け潮位計測システム点検項目及び点検用機器 

点検内容 点検項目 必要な点検用機器（測定器等）

日常点検・始業前点検 

各種メータ及び故障表示等の
目視点検 

― 

接続部分の目視点検 工具セット 
電源他、各種電圧測定 テスタ 

１年点検（特性試験） 潮位表示の精度 スケール 

表 3-4-4 IRTP 向け ISDB-T 送信機他点検項目及び点検用機器 

点検内容 点検項目 必要な点検用機器（測定器等）

日常点検・始業前点検 
各種メータ及び故障表示等の
目視点検 

音声モニタ 

接続部分の目視点検 工具セット 

半年点検（特性試験） 

音声機器の特性測定（周波数特
性・S/N）、歪み率、レベルダ
イヤグラム 

オシロスコープ 

電源他、各種電圧測定 オシロスコープ、テスタ 

１年点検（特性試験） 
送信周波数 
アンテナ特性 
受信電界強度 

周波数計 
電界強度測定器 
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実施 2 年目以降の年間負担費用 

No. 負担事項 
概算費用 

(US$) 
備考 

A 潮位計測システム 39,440  

1 桟橋の機器設置場所周辺の定期清掃 38,000 99,000 S/年 

2 潮位計測システムとDHN津波警戒センター間にお

けるデータ通信用電話回線の通信料金の負担 
1,440

通信料金: US$15/月 x 12 月 x 8
箇所 = US$1,440 

B 緊急警報送出システム（EWBS） 667,560  

3 ISDB-T送信機の電気代の負担 
85,560

約23,000kWh/月 x US$0.31 x 12 
ヶ月  

4 常駐管理保守要員の追加雇用（IRTP） 6,000 約500 US$/月(4名で3シフト体制)

5 衛星回線契約及び使用料の負担 576,000 US$ 4,000/月 x 12MHz  x 12ヶ月

 合計 707,000  

 

3-5-1-3 積算条件 

1) 積算時点 平成 24 年 6 月 

2) 為替交換レート 1 US$＝80.52 円 

 1 S / .=37.34 円 

3-5-2 運営・維持管理費 

INDECI 及び IRTP が将来的にも健全に運営されるためには、本プロジェクトで調達される機材を適

宜更新していく必要がある。従って、新規及び既存機材の維持管理費に加え、後項で示す定期的な機

材更新費までを見込んだ維持管理計画を立てる必要がある。 

3-5-2-1 設定条件 

運用支出及び収入の推定条件は以下のとおり設定した。 

(1) 支出 

本プロジェクトで調達する機材は 2014 年より運用し、10 年後の 2024 年を目標として、自助努力

により ISDB-T 送信機本体及びその他機器等の更新に必要な費用を確保することとした。毎年準備

金として積み立てることを前提に、毎年の支出額を推定する。積立金の原資としては、政府からの

予算である。INDECI 及び IRTP の予算設定方法については表 3-5-1 及び表 3-5-2 のとおりである。 
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表 3-5-1 INDECI 予算設定 

（単位：千ソル） 

運用支出項目 予算設定方法 必要予算 

1. 人件費・福利厚生

費 
過去 5 年間（2007 年～2011 年予想）の平均支出額を採用する。

（予測指標については、IMF による経済成長率 2012 年予測

6.05%を考慮し、毎年 3%程度に増加を抑えることを目標とし

た） 

1,973

2. 退職金・年金等 過去 5 年間（2007 年～2011 年予想）の平均支出額を採用する。

（予測指標については、IMF による経済成長率 2012 年予測

6.05%を考慮し、毎年 3%程度に増加を抑えることを目標とし

た） 

6,676

3. 運営費 過去 5 年間（2007 年～2011 年予想）の平均支出額を採用する。 52,472

4. 設備投資費 過去 5 年間（2007 年～2011 年予想）の平均支出額に加え、財

務諸表の設備投資費に、3-4-2 に示した推奨交換部品の内容を

反映する。また、耐用年数により更新する機器についてもこ

こで示した。 

4,352

5. 援助及び防災救援 過去 5 年間（2007 年～2011 年予想）の平均支出額を採用する。 28,089

6. その他支出 過去 5 年間（2007 年～2011 年予想）の平均支出額を採用する。 49,854
 

表 3-5-2 IRTP 予算設定 

（単位：千ソル） 

運用支出項目 予算設定方法 必要予算 

1. 人件費（メンテナ

ンスほか管理部門

人件費） 
番組制作費 

過去 5 年間（2007 年～2011 年予想）の平均支出額を採用する。 

（予測指標については、IMF による経済成長率 2012 年予測

6.05%を考慮し、毎年 3%程度に増加を抑えることを目標とし

た） 

11,957

2. 運営費 財務諸表の運営費の過去 5 年分について平均した値を示し

た。 
25,267

3. 機材投資費 財務諸表の機材投資費に、3-4-1 に示した推奨交換部品に加

え、耐用年数により更新する機器についてもここで示した。 

11,356
 

4. その他（保険等） 財務諸表の運営費の過去 5 年分について平均した値を示し

た。 
3,587

 

(2) 収入 

① INDECI の収入 

INDECI の収入は、補助金と家屋検査等による運営収入について過去 5 年の平均収入が今後も

可能であると見込み、以下のように推定する。また、政府予算については前年度の予算編成の

際に経済・財政省から承認を得る必要があるが、本プロジェクトに係わる費用については政府

が負担する必要があるために先行して対応する体制を整えている。表 3-5-3 に INDECI の年間収

入を示す。 
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表 3-5-3 INDECI 年間収入 

（単位：千ソル） 

収入項目 設定方法 収入（年間） 

運営収入 過去 5 年間（2007 年～2011 年）の平均収入額 7,816

海外からの援助等 過去 4 年間（2007 年～2010 年）の平均収入額 1,349

政府予算 過去 5 年間（2007 年～2011 年）の平均収入額 134,251
 

② IRTP の収入 

IRTP の運用収入の推定は、これまでに IRTP が企業や団体から得ていたスポンサー番組料や

スポット広告にかかる宣伝広告料（CM 料）等その他の収入を加えて推定する。収入の増加に関

しては、一般に放送収入は GDP に比例すると言われている。IMF による 2012 予測 6.05%とされ

ていることから、指標は推定値として 3%を採用した。INDECI と同様に政府予算については申

請に基づいて経済・財政省の承認を得るが、本プロジェクトの費用については M/D に基づき政

府が負担することとなっている。表 3-5-4 に、IRTP の年間収入を示す。 

表 3-5-4 IRTP 年間収入 

（単位：千ソル） 

収入項目 設定方法 収入（年間）

広告放送料等 過去 5 年間（2007 年～2011 年）の平均収入額 23,291

政府予算 過去 5 年間（2007 年～2011 年）の平均収入額 28,876

 

3-5-2-2 推定結果 

上記設定条件から 10 年後の機材の更新時期までの収支予測を表 3-5-5 に示すが、2020 年には更新

機材の積立準備金は確保できる。 
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（単位：千ソル） 

  

プロジェクト

完了 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

表
 3-5-5 

運
営
費
と
保
守
費
の
推
定
（
INDECI）

 

No. 項目 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

A 運用収入 143,416 143,675 143,942 144,264 144,501 144,793 145,141 145,404 145,723 146,099 148,115 

 政府からの予算 134,251 134,510 134,777 135,099 135,336 135,628 135,976 136,239 136,558 136,934 138,950 

運営収入（家屋検査等） 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 

海外からの援助等 1,349 1,349 1,349 1,349 1,349 1,349 1,349 1,349 1,349 1,349 1,349 

B 運用支出項目 143,416 143,675 143,942 144,264 144,501 144,793 145,141 145,404 145,723 146,099 148,115 

１．人件費・福利厚生費 1,973 2,032 2,093 2,156 2,221 2,288 2,357 2,428 2,501 2,576 2,653 

２．退職金・年金等 6,676 6,876 7,082 7,294 7,513 7,738 7,970 8,209 8,455 8,709 8,970 

３．運営費 52,472 52,472 52,472 52,472 52,472 52,472 52,472 52,472 52,472 52,472 52,472 

４．設備投資費 4,352 4,352 4,352 4,399 4,352 4,352 4,399 4,352 4,352 4,399 6,077 

機材投資費（予測） 4,265 4,265 4,265 4,265 4,265 4,265 4,265 4,265 4,265 4,265 4,265 

推奨交換品（ 1 年） 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 

推奨交換品（ 3 年） 47 47 47

推奨交換品（10 年） 1,725 

清掃費 82 82 82 82 82 82 82 82 82 82 82 

携帯回線 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 

５．援助及び防災救援 28,089 28,089 28,089 28,089 28,089 28,089 28,089 28,089 28,089 28,089 28,089 

６．その他支出 49,854 49,854 49,854 49,854 49,854 49,854 49,854 49,854 49,854 49,854 49,854 

C 運用収益（A-B） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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（単位：千ソル） 

  

プロジェクト

完了 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

表
 3-5-6 

運
営
費
と
保
守
費
の
推
定
（
IRTP）

 

No. 項目 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

A 運用収入 52,167 53,284 54,434 55,625 56,839 58,109 59,397 60,724 62,097 63,517 77,035 

 政府からの予算 28,876 29,294 29,724 30,174 30,624 31,107 31,585 32,078 32,592 33,126 45,733 

広告収入 11,120 11,454 11,798 12,152 12,517 12,893 13,280 13,678 14,088 14,511 14,946 

金融機関からの融資 12,171 12,536 12,912 13,299 13,698 14,109 14,532 14,968 15,417 15,880 16,356 

B 運用支出項目 52,167 53,284 54,434 55,625 56,839 58,109 59,397 60,724 62,097 63,517 77,035 

1.人件費・福利厚生費 11,957 12,316 12,685 13,066 13,458 13,862 14,278 14,706 15,147 15,601 16,069 

2.運営費（物品購入等） 25,267 26,025 26,806 27,610 28,438 29,291 30,170 31,075 32,007 32,967 33,956 

3.機材投資費 11,356 11,356 11,356 11,362 11,356 11,369 11,362 11,356 11,356 11,362 23,423 

機材投資費（予測） 9,913 9,913 9,913 9,913 9,913 9,913 9,913 9,913 9,913 9,913 9,913 

推奨交換品（ 1 年） 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 

推奨交換品（ 3 年） 6 6 6

推奨交換品（ 5 年） 13 13 

推奨交換品（10 年） 12,054 

送信機の電気代 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 

保守要員 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13 

衛星回線 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242 

4.その他 3,587 3,587 3,587 3,587 3,587 3,587 3,587 3,587 3,587 3,587 3,587 

C 運用収益（A-B） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

表 3-3「ペ」国側負担事項に示す項目が円滑に実施される。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手側投入（負担）事項 

 日常点検等の維持管理に必要な人材・予算等が確保される。 

 修理部品等の購入に必要な予算が確保される。 

 

4-3 外部条件 

 「ペ」国の放送セクター、防災セクターに関する政策が変更されない。 

 地震等の大規模な自然災害が発生しない。 

 テロ等の突発事態が発生しない。 

 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

(1) 裨益人口 

本プロジェクトの実施で潮位観測拠点が 8 箇所増設されることにより、設置されたエリア

の住民に対して潮位データの情報がもたらされることから、表 3-1-2 で示したとおり約 1,800

万人に裨益する。また、EWBS による地上波デジタル TV 放送カバレージ内の住民約 1,000

万人（表 3-1-3）が裨益人口となる。リマの IRTP 本局に EWBS サーバーが設置されることで、

将来的に EWBS が全国に展開することにより「ペ」国全国に対し安定した緊急放送が可能と

なる。 

(2) 「ペ」国の開発計画に資するプロジェクト 

「ペ」国の防災分野における国家計画については、国家防災計画（Plan Nacional de Gestion 

del Riesgo de desastres 2012-2021, 2012 年 3 月作成）に示されている。同計画では「災害リスク

の評価」、「市民の災害予防・応急対応能力強化」及び「災害予防を考慮した開発計画・事業

の推進」等の目標の継続が掲げられている。本プロジェクトの目的である、「地震・津波防災

能力の向上」は、「災害予防を考慮した開発計画・事業の推進」に多く寄与することから、「ペ」

国開発計画に資すると考えられる。 

(3) 我が国の技術を用いる必要性・優位性 

本プロジェクトで予定されるデジタル TV 放送用機材は、日本、米国、欧州諸国で製造さ

れている。特に、放送用機材では日本の地上波デジタルテレビ放送方式は、「ペ」国で正式採

用された方式である他、他国方式に比較して標準的にワンセグ放送及び本プロジェクトで立
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案した EWBS 機能を有しており、災害情報の提供等国民生活の向上に寄与する優れた方式で

ある。また製品についても耐久性が高く、事故・修理等の対応及び予備品調達等のアフター

サービス体制を整えているメーカーは、日本以外に少ない。そのため、放送機材に関する大

半のシェアは日本製品が占めており評価は高い。本プロジェクトで「ペ」国に日本製品を導

入することとなり、長期的な維持管理を考慮した場合には耐久性やメンテナンスの容易性が

認められることから、長期的な日本製品の普及にも効果がある。 

4-4-2 有効性 

(1) 定量的効果 

潮位計測システムが導入されることにより観測点が増加し、きめ細かい津波の観測を行う

ことが可能となり、津波による被害状況の推定や、今後津波が来襲する地域への詳細な予報

の発表が可能となる。また、EWBS によりリマの COEN オペレーションセンターから直接各

出先機関へ情報が送信されることにより、伝達時間の短縮等が図られ、市民へのいち早い情

報提供が可能となる。このため、以下の効果の発現が期待される。 

1) 詳細な津波観測 

現在「ペ」国には 9 箇所(7 県)の潮位計が設置され、DHN によって監視されているが、

直線距離 2,200km に及ぶ海岸線への配置にはかなりの偏りがある。本プロジェクトにおい

て 8 箇所の潮位計を増設することにより、平均すると約 100km に 1 箇所の配置間隔とな

る。この平均距離は日本における沿岸部の潮位計設置間隔とほぼ同等となる。 

ペルー沖で発生する海底地震に伴う津波について、津波が伝播する大陸棚の水深を

1,000m と仮定すれば、ペルー中央部沖で発生した津波は 60 分後に中央部の海岸に最初に

到達するが、「ペ」国北部や南部へ到達するには 2 時間半程度の時間を要する。またチリ

沖またはメキシコ沖で発生した津波の場合、チリ国またはメキシコ国に隣接する潮位観測

所で最初に津波を捉え、逆端の観測所に津波が到達するまでに約 5 時間を要する。その間、

順次海岸線に到達する津波がほぼ各測定拠点で 15 分毎に捉えられることになり、津波が

到達した海岸での被害予想、今後到達する津波高の推定に重要な情報となる。 

 

指標名 基準値（2012 年） 目標値（2015 年） 

潮位計 9 箇所 17 箇所 

津波測定間隔時間 約 30 分 約 15 分 

 

2) 各行政区域での津波観測 

「ペ」国の太平洋に面した県は 10 県に及ぶが、現在の観測網では観測所の無い県が複

数存在する。潮位観測所で観測された津波高は、津波による被害の有無や被害規模を推定

する重要な情報である。「ペ」国においても、災害時の住民への情報提供、避難指示や命

令の伝達には行政区域の連絡網が使用されているため、基本的には各県単位で潮位観測所

が存在することが望まれる。本プロジェクトにおいて 8 箇所の潮位計測システムを増設す

ることにより、太平洋沿岸の 10 県中 Lambayeque 県を除く 9 県に潮位観測所を設置するこ
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とができる。北部地域及び中南部地域に潮位計の設置間隔が長い地域があるが、今後の

「ペ」国政府の努力に期待するところが大きい。 

 

指標名 基準値（2012 年） 目標値（2015 年） 

潮位計が設置されている県 7 県 9 県 

 

3) 伝達時間 

2012 年のリマの COEN で決定された災害情報データがファックス等で COER 等の各出

先機関へ情報が伝達されるまでに約 15 分を要している。EWBS 運用後では災害情報デー

タはCOENのEWBS情報端末から送出されると同時にデジタルTV受信機に放送される。 

 

指標名 基準値（2012 年） 目標値（2015 年） 

伝達時間 15 分／1 回 1 分以内／1 回 

 

(2) 定性的効果 

1) 防災情報伝達の改善 

現在の「ペ」国の災害情報伝達ルートと本プロジェクト実施後の比較について図 4-4-1

に示す。まず IGP 及び DHN が INDECI（COEN）へ情報を電話連絡で伝え、COEN にて同

内容を所定の帳票に書き写し、COEN 責任者の確認を得る。COEN にて同内容を分析の結

果、関連地域の県庁、市役所及び COEN・COED 等を経由し、住民への情報配信が成され

る。上記の操作を行う COEN 職員は、警察等の出身者で構成されており、情報伝達に関

する基本的なスキルと経験を有しており、加えて COEN 配属後に 2，3 ヶ月の研修期間を

経て実際の業務に就くことから正確な業務を行う能力を保有している。しかしながら、電

話による伝聞のため、聞き違い、書き違い等のヒューマンエラーが発生する可能性を持っ

ている。一方、本プロジェクトで配置する EWBS は、日本のデジタルテレビ放送方式で

ある ISDB-T 方式の機能の 1 つであり、放送局より各送信機を経由して各デジタルテレビ

受像機に対して起動信号を送信することができるだけでなく、個別に災害情報を提供でき

る機能である。本プロジェクトで、EWBS を導入することにより、図 4-1 に示すような情

報伝達ルートが形成され、市民への情報伝達が正確で早くなる。現在、地方では各自治体

の首長が防災の最高責任者であることから、県庁、市役所等とも情報の共有を継続するこ

ととする。 



 

4-4 

 

 

図 4-1 現状と本プロジェクト実施後の災害情報伝達ルート 

伝達経路は上記のようになり、これまでの作業が自動化・短縮されることで、伝聞ミス

のリスクが小さくなる。 

2) 防災情報の伝達ルートの安定化 

既存の伝送路は、インターネットや電話回線等、いくつかのネットワークを経由するこ

とから、災害時に伝送路の被災及び中継所の停電等利用不能となる可能性は極めて高い。

しかしながら、EWBS の場合、本プロジェクトにてリマに設置する予定のデジタル TV 送

信機は非常用発電設備により、電源が確保されることから、停電の影響を受けずに広域に

情報を配信することができ、緊急時にも安定した情報伝達が可能となる。 

地震・津波情報 

地上電話回線 FAX・メール 電話回線 パトカー 

拡声器等 

地震・津波情報 

衛星電話回線 EWBS 機器 

（自動送出）

デジタル TV 

（自動送出）

パトカー 

拡声器等 

県庁 
市役所等 

FAX・メール 

FAX・メール 

現状の伝達ルート 

本プロジェクト後の伝達ルート 

手動 自動 
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3) 周辺国との防災情報の共有化 

DHN の津波警戒センターに収集されたデータは、DHN の web サイトにリアルタイムで

公開されることとなり、周辺諸国及び我が国の気象庁と情報共有を行うことが可能となる。

この情報から、日本へ到達する可能性のある津波の予測が、より正確に行うことが可能と

なる。 

4) 防災情報伝達対象の拡大 

我が国のデジタル放送方式である ISDB-T 方式は、ワンセグ放送の他、防災面での目的

として、緊急時に自動的に TV を起動させ市民に避難等の呼びかけを行う EWBS 機能を有

することが特徴であり、併せてデータ放送による多様な情報を地域ごとの視聴者に放送で

きる等地域性にも配慮したシステムである。テレビ放送がアナログからデジタルへと移行

されることによって付加される文字放送機能により、災害時に通常放送と並行して文字情

報を放送することが可能となる。特に、文字放送は聴覚にハンディキャップのある人にも

有効な情報源となる。 

以上のように、防災情報収集の精度が上がり、情報伝達が安定することにより「ペ」国

住民の安全性が向上すると共に、日本への裨益も期待できることから、本プロジェクトの

妥当性、有効性は極めて高いと言える。 
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添付資料 

1. 調査団員・氏名 

氏 名 担当業務 所属 

永友 紀章 総括（一次調査） 
独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部 

米林 徳人 総括（二次調査） 
独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部 

大林 孝典 計画管理/防災・災害復興無償
独立行政法人 国際協力機構 

資金協力支援部 

村上 淳 協力企画 
独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部 

大島 正裕 無償資金協力/調達代理 日本国際協力システム 

二階 朋子 無償資金協力/調達代理 日本国際協力システム 

田中 清房 業務主任/運営・維持管理計画 八千代エンジニヤリング（株） 

小林 辰哉 副業務主任/調達計画/積算 1 八千代エンジニヤリング（株） 

山本 忠治 
地震・津波予警報システム/情報

通信システム計画 
（財）気象業務支援センター 

和田 益雄 
地震・津波・地デジ/情報伝達シ

ステム計画 
八千代エンジニヤリング（株） 

中井 公太 地震・津波観測機器/据付計画 1 （財）気象業務支援センター 

鶴岡 葉介 建築/据付計画 2 八千代エンジニヤリング（株） 

中川 義夫 社会状況調査 八千代エンジニヤリング（株） 

入倉 エドワルド 
通訳（西語）/ 

ペルーサイト調査 
八千代エンジニヤリング（株） 

佐野 ホセ 
通訳（西語）/ 

ペルーサイト調査 
八千代エンジニヤリング（株） 





 

 

資料－２  調査日程表 

 





現地調査

YEC田中 JMBSC山本 JMBSC中井 YEC鶴岡 YEC小林 YEC和田 YEC中川

業務主任
/運営・維持管理計画

地震・津波予警報システム
/情報通信システム計画

地震・津波観測機器
/据付計画1 建築/据付計画2 副業務主任

/調達計画/積算
地震・津波・地デジ

/情報伝達システム計画
社会状況調査

1 5月8日 火 ﾘﾏ

2 5月9日 水 ﾘﾏ

3 5月10日 木 ﾘﾏ

4 5月11日 金 ﾘﾏ

5 5月12日 土 ﾘﾏ

6 5月13日 日 ﾘﾏ

7 5月14日 月 ﾘﾏ

8 5月15日 火
・ M/D合同協議

ﾘﾏ

9 5月16日 水 ﾘﾏ / ﾋﾟｳﾗ

10 5月17日 木
・ Cerro Azul訪問 ・ IRTPとの技術協議

･ 情報収集及び分析

・情報収集
・ﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ作成 ﾘﾏ / ﾁｸﾗﾖ

11 5月18日 金

移動 ［ﾘﾏ 25:10→ﾛｻﾝｼﾞｪﾙｽ

08:05, LA600］ ﾘﾏ / ﾜﾗｽ

12 5月19日 土

移動 ［ﾛｻﾝｼﾞｪﾙｽ 13:30→］ 移動 [ﾘﾏ 05:55 → ﾀｸﾅ 07:45,
LA2163]
・ EWBS対象サイト調査（ﾀｸ

ﾅ）
 

・ YEC田中と同じ

ﾘﾏ / ｶﾏﾅ

13 5月20日 日

移動 ［→成田 16:50, JL061］ ・ EWBS対象サイト調査（ｶﾏ

ﾅ）
・ EWBS対象サイト調査（ｱﾙ

ｷｯﾊﾟ）
移動 [ｱﾙｷｯﾊﾟ 18:45 → ﾘﾏ

 

・ YEC田中と同じ ・ 情報収集

・ 団内会議
ﾘﾏ

14 5月21日 月

・ 質問票の回収（IGP） ・Meeting with DHN
・ Preparing of Field Report

・ DHNとの協議

・ ﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ作成 ﾘﾏ

15 5月22日 火
・ 質問票の回収（MTC） ・ ﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ作成 ・ MEFとの協議

・ ﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ作成
ﾘﾏ

16 5月23日 水

・ ﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ作成

ﾘﾏ

17 5月24日 木 ﾘﾏ

18 5月25日 金 ﾘﾏ

19 5月26日 土
移動 [成田　16:50→ロス

13:30, JL061] ｻﾝｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ

・ IRTP及びMTCとの協議 (④ 緊急警報送出システム：

EWBS)

No.
調査内容

宿泊地

担当

ペルー国広域防災システム整備計画準備調査日程

移動 ［成田 17:25→ﾛｻﾝｼﾞｪﾙｽ 11:25, JL062］

移動 ［ﾛｻﾝｼﾞｪﾙｽ　13:25→ ﾘﾏ　24:01, LA601]
・ JICA・大使館表敬

・ APCIとの協議

・ UNDP/UNESCOとの協議

・ INDECI, IGP, DHN, CISMID, IRTP, MTCとの合同協議 (ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる調査計画説明)
・ IGP, DHN, INDECIとの合同協議　(①潮位計測システム、 ②情報共有システム)
・ IRTP及びMTCとの協議 (④ 緊急警報送出システム：

EWBS)
・DHN既設機材調査

日付
曜
日

官団員

・ サイト調査（Cerro Azul） ・ 潮位計測システム現地踏査(Pimentel)
・ 潮位計測システム現地踏査(Malabrigo)
移動 [ﾄﾙﾌｨｰﾖ 14:50 → ﾘﾏ 16:00, TA109]

移動 [ﾘﾏ 08:30 → ﾜﾗｽ 09:25, W4 1361]
・ EWBS対象サイト調査（ﾕﾝｶﾞｲ）

・ データ整理

・ 団内会議

・ データ整理

・ 団内会議

・ M/D合同協議 ・ 潮位計測システム現地踏査（Cerro Azul） ・ IRTP既設機材調査

・ IRTP送信所調査

・ IRTPとの技術協議
・ M/D合同協議

・ IGPとの協議

・ 潮位計測システム現地踏査（Huarmey）

・ 潮位計測システム現地踏査（Huacho）

・ COENとの協議

･ 情報収集及び分析

・ M/D署名

・ JICAへの報告

移動 [ﾘﾏ 13:30 → Tumbes 15:15, ST 2I2251]
・ 潮位計測システム現地踏査(La Crus)

・ EWBS対象サイト調査（ｶﾆｴﾃ）

・ EWBS対象サイト調査（ﾋﾟｽｺ）
・ 潮位計測システム現地踏査(Bayovar)
・ 潮位計測システム現地踏査(Pacasmayo)

・ IRTPとの技術協議

･ 情報収集及び分析

移動 [ﾘﾏ 05:55 → ﾀｸﾅ 07:45, LA2163]
・ 潮位計測システム現地踏査(ﾋﾞﾗﾋﾞﾗ）

・ 潮位計測システム現地踏査(Caleta Grau)

・ EWBS対象サイト調査（ﾕﾝｶﾞｲ）

移動 [ﾜﾗｽ 09:55 → ﾘﾏ 10:50, W4 1362]

・ 潮位計測システム現地踏査(Atico)
・ 潮位計測システム現地踏査(La Planchada)
移動 [ｱﾙｷｯﾊﾟ 18:45 → ﾘﾏ 20:15, TA97]

・ ﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ作成 移動 [ﾘﾏ 06:05 → ﾄﾙﾌｨｰﾖ 07:15, LA 2202]
・ EWBS対象サイト調査（ﾄﾙﾌｨｰﾖ）

移動 [ﾄﾙﾌｨｰﾖ 18:35 → ﾘﾏ 19:40, LA 2207]
・ CISMIDとの協議

・ ﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ作成

・ ﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ作成

・ IRTPとの技術協議

・ EWBS対象サイト調査（Callao）

・ ﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ作成

・ INDECIとのﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ署名

・ 大使館・ＪＩＣＡ報告

・ DHNとの技術協議

・ﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄの作成

・ 追加調査

移動 [ﾘﾏ 10:35 →ｻﾝｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ 14:00, TA416]
・ 団内協議
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2.  調査日程表



概略設計概要書説明

JICA　米林 JICA　村上 YEC　田中 YEC　和田 YEC　小林 佐野、具志堅、勝又 JICS　二階

－ －
業務主任

/運営・維持管理計画
地震・津波・地デジ

/情報伝達システム計画
副業務主任

/調達計画/積算
通訳 -

1 11月12日 月 ﾘﾏ

2 11月13日 火 ﾘﾏ

3 11月14日 水

移動 ［成田　17：05→
ﾛｽ 09:45,JL062］
移動 ［ﾛｽ 13:25→ﾘﾏ
00:01+1, LA601］

業務主任に同行 ﾘﾏ

4 11月15日 木

移動［羽田00:05→ﾛｽ
16:55-1, NH1006］
移動［ﾛｽ21:15-1→ﾘﾏ
8:50, LA2605］
・団内協議

ﾘﾏ

5 11月16日 金 ﾘﾏ

6 11月17日 土 ﾘﾏ

7 11月18日 日

移動［成田17:05→ﾛｽ
12:30, NH006］
移動［ﾛｽ12:30→ﾘﾏ
00:05+1, LA601］

ﾘﾏ

8 11月19日 月 ﾘﾏ

9 11月20日 火 ﾘﾏ

10 11月21日 水

移動［成田17:00→ﾋｭｰ
ｽﾄﾝ13:40,UA006]
移動［ﾋｭｰｽﾄﾝ17:53→
ｻﾝｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ
21:05,UA1461］

ｻﾝｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ
移動［ﾘﾏ14:01→ﾊﾟﾅﾏ17:36,CM760]
移動［ﾊﾟﾅﾏ18:46→ｸﾞｱﾃﾏﾗ20:06,CM390］

移動 ［ﾘﾏ 10:30→ｻﾝｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ 14:00,TA416］
・団内協議

移動 ［成田　17：05→ ﾛｽ 09:45,JL062］

移動 ［ﾛｽ 13:25→ﾘﾏ 00:01+1, LA601］

・10:30-AM: ｷｯｸｵﾌﾐｰﾃｨﾝｸﾞ (INDECI, IRTP,
IGP, MTC, CISMID, DHN)
・PM: INDECIへのドラフトレポート説明・協議

・INDECI, IRTP, MTC及びDHNへの ドラフトレポート説明・協議
・団内協議

・M/D協議 (1)
・DHNとの技術協議

・サイト確認　（Cerro Azul and Canete）

・団内協議

・団内協議
・M/D協議 -(2)

・M/D締結 (署名)
・大使館及びJICAへの報告

No. 日付 曜日

調査内容

宿泊地

担当

ペルー国広域防災システム整備計画準備調査日程
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資料－３  関係者（面会者）リスト 
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3. 関係者（面会者）リスト 

 所属及び氏名 職位 

市民防衛庁 

INDECI : The National Institute of Civil Defense 

Alfred E.Murgueytio Espinoza  Jefe INDECI 

Alberto Bisbal Sanz  Director Nacional de Prevencion 

Beatriz Acosta Consultor INDECI 

Carlos A. Castro Ysla Encargado del Centro de Operaciones de Emergencia 

Nacional INDECI 

Cesare Rojas Consultor 

Edger Ortega Sub Jefe INDECI 

Gustave B. Otarola Bawden Director Asuntos Internacional INDECI 

Lionel Corrales Consultor 

Luis Maldonad Jefe OBT 

Milner Galcia Soporte Redes 

Rafael Campos Consultor 

Richard Hurtado Director 

William Huatay O COEN 

Cesar Lujau COEN 

Julio Vela COEN 

Lourdes Gomez Bolivar Jefe de la unidad de Estudio y Evaluación de Riesgo  

Patricia Huaynate Espesialista de SNIP 

Orestes Cordova Cordova COEN-INDECI 

Carlos Tito Sulca Tecnico Meteorologo UEER-DNP INDECI 

Roberto Burneo Burneo Secretario General 

Mario Valenzuela Ramirez Ing.Geologo UEER-DNP INDECI 

Raúl Bonifáz Maza Dirección nacional de Operación INDECI 

Marcial GarcíaBlasquez Cosultor 

地球物理庁 

IGP : Peru’s Geophysical Institute 

Ronald Woodman Pollitt Presidente Ejecutivo 

Hernando Tavera Director Sismología 

Sheila Yauri Asistente de Investigación Area de Sismología 
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運輸通信省 

MTC : Ministry of Transport and Communication 

Julio Martinez Ocana Telecommunications Directorate 

Miguel Arce Trujillo Asesor Tecnico 

Carlos R. Valdez Velasquez-Lopez Director General de Control y Supervision de 

Comunicaciones 

Walter Novoa Polo CPACC 

Pedro Sanchez Portal CPACC 

Dora Perez Estrada Attorney 

Milagros Augusto Shaw Advisory 

Elizabeth Vilca Quispe Asesor legal 

Jorge Flores Palomino Administrativo 

Sergio Romero Loyola  Director de patrimonio 

Patricia Chilinos  Diretora General de Autorización en Telecomuncaciones 

国営放送局 

IRTP : Institute of National Radio and Television of Peru 

Maria Luisa Malaga Silva Presidente Ejecutiva 

Cesar Absalon Otero Cruz Jefe de la Division do Mantenimiento 

Carlos A. Bocangel Samatelo Gerente Tecnico 

Antonio del Castillo Loli Director General de Asesoria Legal 

Guillermo Zegarra Balcazar Jefe Zonal 

Luigino Pilotto Carreño Gerente General 

Rosa Garcia More Gerente Legal 

Hernan Berrocal Maqui Tecnico 

Juan Flores Del Castillo Gerente de Administración y Finazas 

日本・ペルー地震防災センター 

CISMID : Peruvian-Japanese Centre of Seismic Research and Disaster Mitigation 

Carlos Zavala Director 

Miguel Estrada Sub Director De Investigacion 
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水理航路部 

DHN : Directorate of Hydrography and Navigation 

Enrique Vareal Jefe de la división de Oceanografia 

Atilo Aste Chief of Department of Oceanografia 

Ceci Rodriguez Cruz Chief of Geoficia Division 

Cesar Jimenez Tsunami Research 

Gilberto Tacilla Vargas Tsunami Technical 

Erick Ortega Rafael Oceano 

Cisneros taboada Oceano 

Cesar Gimene Tintaya Sala de Tsunami 

Moggaiano Aburto Nabil Oceano 

Raquel Rios Oceano 

国連開発計画 

UNDP : United Nations Development Programme 

James Leshe Program Officer 

Luis Gamarra Project Coordinator 

Sylviane Bilgischer Official Programme Gestion Riesgo Desastres 

国連教育科学文化機関 

UNESCO : United Nations Educational，Scientific and Cultural Organization 

Gabriela Del Castillo Coordinator 
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潮位計現地調査 

Field Survey for Tide Observation System 

所属及び氏名               職位 所属 

A1. La Cruz 

Manuel del Carpio Base Chief MGP / La Cruz 

A2. Bayovar 

Jorge Flores Nieto Shipping Supervisor PETROPERU / Bayovar

A5. Huarmey 

Cesar Ulfe Herrera Shipping Senior Supervisor ANTAMINA 

Ivan Menacho Port Quarter Master in Punta Lobitos ANTAMINA 

A6. Huacho 

Jorge Fernandez Security Personnel ENAPU – HUACHO 

Juan Aguirre Security Personnel ENAPU – HUACHO 

A7. Cerro Azul 

Giuliana Sardi Sea Officer Navy  Port Office 

A8. Atico 

Jorge Rivera Operations Chief Tecnologia de Alimentos 

S.A. 

Alt.2 Caleta Grau 

William Calizalla Cuba Coastal Security/ Coastal Navy Office FONDEPES  

Alt.3 La Planchada 

Edwin Navinda Chavez Sea Officer / Coastal Security CFG Investment SAC 
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EWBS 現地調査 

Field Survey for EWBS 

B1. Trujillo 

Eduardo Fiestas Barreto Director INDECI La Libertad 

Marita Amable Tomiyama Civil Engineer  INDECI La Libertad 

Fernando Julio Bazán Pinillos Alcalde  Municipalidad Distrital 

de Huanchaco 

Jose Antonio Castro Defensa Civil & City Safety Manager SERENAZGO Victol Larco

Walther O. Charcape López Gerente Municipal Salaverry Municipal 

Ricardo Godofredo Encargado La Libertad COER 

Biaggio Dileo Station Manager IRTP (Trujillo) 

Luis Sanchez Transmitting Engineer IRTP (Trujillo) 

B2. Yungai 

Juan Cué Broncano Alcalde Municipalidad Provincial 

Yungay 

Rocio Jusautino Vidaurre Gerente Municipal Municipalidad Provincial 

Yungay 

Julia Salcedo Quiñones Gerente Administración y Fianza Municipalidad Provincial 

Yungay 

Julio Torres Barron Regidor  Municipalidad Provincial 

Yungay 

Christofhaor Hinojoza Quiñones Jefe de División Desarollo urbano Municipalidad Provincial 

Yungay 

German Velasco Vallejos Dirección Regional  Indeci – Ancash 

Joel Lopez CPACC Engineer MTC 

B4. Cañete 

Maria Magdalena Montoya Conde Alcade Municipalidad Provincial 

de Cañete 

Wilmer Solier Quispe Coorninador Provincial Cañete INDECI 

Cap BCP Berly A. Francia Nuñez Primer Jefe Compañia de Bomberos 

Marco Liñan Electrical Engineer IRTP(Cañete) 

Luis Humaman Santos Security Watchman IRTP(Cañete) 
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B5. Pisco 

Abog. Ramón Wilfredo Yufra Palomino Gerente Municipal Municipalidad Provincial 

de Pisco 

Lita Melchora Camasca Leóu Assistance of Mayer Municipalidad Provincial 

de Pisco 

Magda Piolga Huamani Huamani Secretaria Técnica Defensa Civil Pisco 

Marco Liñan Electrical Engineer IRTP 

Luis Peña Chaveś Opator and Secuurity IRTP 

B6. Arequipa 

Miguel Alayza COER Chief COER Arequipa 

Javier Zambrano IRTP Arequipa - TX Station Operator IRTP Arequipa 

Guillermo Zegarra IRTP Arequipa - TX Station Chief IRTP Arequipa 

Oscar Otazu IRTP Arequipa - TX Station Technician IRTP Arequipa 

B7. Camana 

Oliver Chavez TX Equipment technician Camana City Hall 

Julian Rosas INDECI Chief Camana City Hall 

Eduardo Palao Serenazgo Chief Camana City Hall 

Lucio Hau Mendoza Camana COE Member Camana Fire Department 

B8. Ilo 

Jesus Mamani COEP Chief COEP Ilo 

Jaime Valencia Province Mayor Ilo Province Municipality

Smith Carpio IRTP Ilo - TX Station Operator  IRTP - Ilo 

Efrain Medina IRTP Ilo - TX Station Operator IRTP - Ilo 
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在ペルー日本国大使館 

Embassy of Japan in Peru 

Mr. Shusuke Matsumoto First Secretary 

松本 周介 一等書記官 

Mr. Daniel Mena Officer 

JICA ペルー事務所 

JICA Peru Office 

中尾 誠 所長 

Mr. Makoto Nakao Chief Representative 

永田 健  JICA ペルー事務所次長 

Mr. Ken Nagata Senior Representative 

木田 克人 主任調査役 

Mr. Katsuto Kida Assistant Resident Representative 

金川 誠 調査役 

Mr. Makoto Kanagawa Assistant Resident Representative 

中条 真帆 所員 

Ms. Maho Chujo Assistant Resident Representative 

儀武 ヘスス  上級セクター担当 

Mr. Jesus Gibu National Staff 

JICA 専門家 

JICA Expert 

阪口 安司   専門家 

Yasuji Sakaguchi Expert 

入倉 もえぎ  専門家 

Moegi Irikura Expert 

広瀬 克昌  専門家 

Katsumasa Hirose Expert 





 

 

資料－４  討議議事録（M/D） 
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4.  討議議事録（M/D）
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